
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年８月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年８月から 63 年３月まで 

私は、20 歳になるからと母が国民年金の加入手続を行い、私が結婚

するまで納付書に現金を添えて国民年金保険料を納付していたと聞いて

いた。納付するために国民年金に加入したのに保険料が未納になってい

るのはおかしいので、申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金の加入期間に未納期間が無く、申立

期間も８か月と短期間である。 

また、Ａ町の昭和 62 年度国民年金検認状況一覧表から、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 62 年 12 月以前に払い出されたものと推認できる

ことから、申立期間の国民年金保険料は加入手続を行った時点では、現年

度納付することが可能であり、保険料を納付するために加入手続を行った

とする申立人の主張に不自然さは無い。 

さらに、申立人の父母はＢ事業所に勤務しており、生活環境に大きな変

化も認められないことから、国民年金保険料を納付する経済的余裕はあっ

たものと思われる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



宮城国民年金 事案 1232  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年 10 月から８年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10 月から８年３月まで 

ねんきん特別便で国民年金保険料の納付記録を確認したところ、平成

７年 10 月から８年３月まで申請免除された記録であった。 

しかし、20 歳になった時は大学生だったので、母親が申請免除の手

続を平成７年度の当初に行ったが、免除の承認通知書が届くのが遅かっ

たため、免除が承認されなかったものと思い、申請免除の手続を行って

から４か月が経過したころに、母親が平成７年４月から８年３月までの

１年分の国民年金保険料を金融機関で一括納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人には国民年金の未加入期間及

び国民年金保険料の未納は無く、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人は、「母親が年度当初に申請免除の手続を行ったが、免除

の承認通知書が届くのが遅かったため、免除が承認されなかったものと思

い、１年分の保険料を一括で納付した。」と主張しているとおり、オンラ

イン記録によれば、申請免除の受付が平成７年５月 10 日になされている

ことから、同年４月から８年３月までの期間の保険料について免除申請し

たものと推認されるところ、７年 11 月 29 日に、同年 10 月から８年３月

までの期間を免除処理した記録となっており、行政の事務処理が適切に行

われなかった可能性がうかがわれる。 

さらに、免除の承認通知書は平成７年 12 月になってから送付されたと

考えられるところ、申立期間後の平成８年度及び９年度が、いずれも前納



により国民年金保険料が一括納付されていることから、申立人の母親が、

承認通知書が届くのが遅かったため、申請免除の手続を行ってから４か月

が経過したころ（平成７年９月ごろ）に７年度の保険料を一括納付したと

の主張に不自然さは認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1233 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から 60 年３月までの国民年金付加保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月から 60 年３月まで 

夫が昭和 50 年６月にＡ市で私の国民年金の加入手続を行い、同時に

付加年金にも加入し、61 年４月に国民年金第３号被保険者となるまで、

付加保険料を納付していた。 

しかし、被保険者記録を照会したところ、Ｂ町に係る申立期間の納付

記録が定額保険料のみとなっていた。私は、途中で付加年金をやめるよ

うな手続は行っていないので、申立期間も付加保険料を納付していたこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年６月に国民年金に任意加入しており、61 年４月に

国民年金第３号被保険者となるまで定額保険料に未納は無く、付加保険料

も申立期間を除いて納付済みとなっている。 

また、申立人は、途中で付加年金をやめるような手続は行っていないと

主張しているところ、オンライン記録において、付加年金の始期が昭和

50 年６月、終期が 61 年３月となっていることが確認できる。 

さらに、Ｂ町の申立人に係る国民年金被保険者名簿（紙名簿）に「Ｃ市

検認」という記載があることから、同町では、転入元のＣ市から付加年金

加入者であるとの情報の提供を受けていたものと推認されるところ、次の

転出先のＤ市において付加保険料が納付されていることから、Ｂ町からＤ

市に対しても申立人が付加年金加入者であるとの情報の提供を行っていた

ものと推認される。 

加えて、Ｂ町では、申立期間当時、定額保険料と付加保険料とを合算し



た額の納付書を発行していたと回答しており、申立人に対しても当該納付

書が発行されていた可能性があるため、申立期間の付加保険料についても

定額保険料と一緒に納付されていたと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金付加保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1234 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月から同年３月まで 

昭和 49 年１月から同年３月までの３か月間の国民年金保険料が未納

になっているが、前後の期間の保険料は納付済みとなっており、当該期

間の保険料も銀行で同様に納付したと記憶している。 

申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、国民年金被保険者資格を

取得した昭和 43 年１月１日以降、申立期間を除き、国民年金加入期間の

国民年金保険料をすべて納付していることから、納付意識は高かったもの

と考えられる。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、申立人が昭和

49 年４月に、48 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

ることが確認でき、その際に、申立期間の保険料だけを納付しなかったと

は考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を 20 万円

に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年１月１日から同年４月１日まで 

私が平成４年 10 月から５年３月まで勤務していたＡ社に関する年金事務

所の調査があり、同年１月から同年３月までの標準報酬月額 20 万円が 16

万円に引き下げられていることが分かった。 

当該事業所に勤務している間、20 万円の給料に変動は無かったと記憶し

ているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間の厚生年金保険

の標準報酬月額は、当初、平成５年１月から同年３月まで 20 万円と記録され

ていたところ、同社が適用事業所に該当しなくなった日（平成５年７月 13

日）の後の７年２月６日付けで、申立人を含む４人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

し

て訂正されており、申立人の場合、５年１月１日に遡及
そきゅう

して 16 万円に引き下

げられていることが確認できる。 

また、申立人は、当該事業所で社会保険事務の担当をしていたとしている

ところ、当該事業所の登記簿謄本により、申立人は役員でないことが確認で

きる上、オンライン記録によると、申立人は、平成５年４月１日に当該事業

所における厚生年金保険の被保険者資格を喪失しており、標準報酬月額の引

下げの処理が行われた７年２月６日には、別の事業所で被保険者となってい

ることが確認できることから、申立人が当該標準報酬月額に係る遡及
そきゅう

訂正処

理に関与していたとは認め難い。 

これらを総合的に判断すると、かかる訂正処理を行う合理的な理由は無く、

申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められ

ず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に当初届け出た、20万円に訂正することが必要であると認められる。 



宮城厚生年金 事案 1718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 39 年２月８日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年１月９日から同年２月８日まで 

厚生年金保険の加入期間について照会したところ、昭和 39 年１月９日か

ら同年２月８日までの１か月間が未加入期間であった。 

当時、Ａ社Ｃ支店から同社Ｄ支店開設のため同社本社に赴任し、同年４

月１日に同社Ｄ支店次長となった。この間継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管している申立人に係る人事カード及び雇用保険の記録から判断

すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 39 年２月８日にＡ社Ｃ支店

から同社Ｄ支店開設のため、同社本社に異動）、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 38 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、資料が無いため不明としており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城国民年金 事案 1230 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 58 年 12 月までの期間、59 年４月から同年

６月までの期間及び 60 年６月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年４月から 58 年 12 月まで 

             ② 昭和 59 年４月から同年６月まで 

             ③ 昭和 60 年６月から 61 年３月まで 

私の父は、昭和 49 年９月ごろにＡ市役所で私の国民年金の加入手続

をしてくれた。その時に、父は、私が 20 歳になった月に 遡
さかのぼ

り、約７

万円から８万円の保険料を納付してくれた。 

また、昭和 49 年 10 月以降も、父が私の国民年金保険料を納付書で毎

月納付してくれていた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、「国民年金手帳番号割振設定表」によると、申

立人の国民年金手帳記号番号は昭和 60 年７月２日に社会保険事務所（当

時）からＡ市に払い出されており、申立人に係る同市の国民年金被保険者

名簿は、61 年５月 10 日に作成されたもので、同市は、申立人が国民年金

の加入手続を行ったのは同年４月又は同年５月ごろであると考えられると

していることから、申立期間①の保険料は時効により納付することができ

ない。 

また、申立人の父は、昭和 49 年９月ごろにＡ市役所の窓口で申立人の

国民年金の加入手続を行い、申立人が 20 歳になった月に 遡
さかのぼ

り、約７万

円から８万円の現金を窓口に納付したとしているが、同年４月から同年９

月までの保険料をまとめて納付した場合の金額は 5,400 円で、申立人の述

べる金額と大きく相違する。 



申立期間②については、オンライン記録及び上記被保険者名簿の備考欄

の記載から、申立人は昭和 61 年８月５日に昭和 59 年度の保険料７万

4,640 円をまとめて納付したが、申立期間②の保険料は時効で納付するこ

とができず、60 年４月及び同年５月の保険料に充当され、残額について

は還付されていることが確認できる。 

申立期間③については、申立人は、申立人の父が昭和 49 年 10 月以降の

国民年金保険料を納付書で毎月納付してくれていたとしているが、Ａ市の

資料によれば、申立期間③当時のＡ市の国民年金保険料は３か月分を一括

して納付する方式であり、当時の保険料収納に係る取扱いと相違している。 

また、Ａ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿でも、申立期間③の保

険料が納付されたことを示す記録は確認できない。 

このほか、申立人が各申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに各申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が各申立期間に係る国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1231 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの期間、47 年 10 月から 48 年

３月までの期間、51 年１月から同年３月までの期間及び 51 年７月から 52

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 47 年 10 月から 48 年３月まで 

             ③ 昭和 51 年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和 51 年７月から 52 年３月まで 

申立期間当時、Ａ市の国民年金協力員が自宅に集金に来ていたので、

私と夫の国民年金保険料を納付していた。その際、保険料を納付してい

ない期間があれば、協力員はそのことを私に言ったはずだが、何も言わ

れたことが無い。 

また、昭和 48 年７月から同年９月までの期間についても未納とされ

ていたが、保管していた領収証書により、納付済みと記録が訂正された。 

申立期間について領収証書は無いが、国民年金保険料の納付済期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ市の国民年金協力員が自宅に集金に来ていたので、私と

夫の国民年金保険料を納付していた。」と主張しているが、Ａ市からは、

「国民年金協力員は、国民年金保険料を納期内に納付しなかった者をリス

トアップして納付勧奨等を行っていたものであり、保険料を定期的に集金

していたものではない。また、協力員は市内に７人か８人程度しかいなか

ったので、未納者全員を訪問できる状況にはなかった。」との回答を得て

おり、必ずしも国民年金協力員がすべての未納者に対して集金を行ってい

たわけではなかったことがうかがわれる。 



また、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿及び電

子データ）によれば、各申立期間については申立人の夫も未納期間とされ

ている。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人に係る昭和 48 年７月から同年９月までのオンライン記録

が、平成 22 年３月 24 日の追加訂正により、未納から納付済みと訂正され

ているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿及び電子データ）では、

当該期間は、当初から納付の記録となっており、申立人の夫も納付済期間

である上、当該期間以外の申立人の納付状況についても、同市の国民年金

被保険者名簿とオンライン記録は一致している。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1235 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年 10 月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 10 月から平成３年３月まで 

私は、申立期間当時、学生であったが、20 歳から国民年金保険料を

納付する義務があるという通知が郵送されてきた。そのため、昭和 63

年 10 月ごろに母親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を納付していたと記憶しているので、申立期間を保険料納付済期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者記録票（電子データ）によ

れば、申立人は、平成３年４月１日に国民年金被保険者資格を新規に取得

していることから、申立期間は国民年金の未加入期間とされており、制度

上、国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、学生が国民年金の強制加入被保険者となったのは平成３年４月１

日からであり、申立人の国民年金手帳記号番号の２番前の番号で被保険者

資格を取得している者が、同年５月７日に 20 歳に到達していることから、

申立人は、この時以降に加入手続を行ったものと推認できるほか、それ以

前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年６月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年６月から同年 12 月まで 

私は、会社を退職後は、国民年金に加入しなければならないと思い、

退職と同時に町役場で国民年金への加入手続を行った。年金手帳にも初

めて被保険者となった日として、昭和 57 年６月６日の記載がある。 

申立期間の国民年金保険料は、義父が納付してくれたと記憶している

ので、申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 58 年１月 25 日に払い出されており、それ以前に申立人に対し、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

また、申立人は、自身が所持する年金手帳の「初めて被保険者となった

日」欄に昭和 57 年６月６日と記載されていることから同年６月ごろに自

ら加入手続を行い、申立人の義父が申立期間の国民年金保険料を納付して

くれたと主張するが、Ａ町（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険者名簿（紙

名簿）において、申立人の国民年金被保険者資格取得の届出年月日欄には

「58.１.12」と記載されており、申立期間の国民年金保険料納付記録欄に

は納付対象期間ではないことを意味する斜線が引かれていることが確認で

きる。 

さらに、申立期間当時、申立人の夫は厚生年金保険被保険者であったた

め、申立人の国民年金への加入は任意であったことから、申立人は、制度

上、国民年金手帳記号番号が払い出された時点において、昭和 57 年６月

６日にさかのぼって国民年金被保険者資格を取得することはできない上、



申立人が所持する年金手帳には同日に資格を取得した旨の記載があるもの

の、Ａ町の上記名簿上、申立期間は国民年金の未加入期間とされているこ

とから、納付書が発行されることは無く、国民年金保険料を納付すること

もできない。 

加えて、申立人の義父が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年 10 月から 55 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年 10 月から 55 年３月まで 

昭和 54 年９月に会社を辞めてＡ県からＢ県に引っ越し、同年 10 月か

ら 55 年３月まで、Ｃ事業所で臨時職員として働いた。申立期間当時、

祖父が町内の納税貯蓄組合の組合長をしており、地区の国民年金保険料

についても集金していた。祖父は既に死亡したが、私の国民年金の加入

手続をして、国民年金保険料を納付してくれていたと思うので、申立期

間について保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の祖父が、昭和 54 年 10 月ごろ申立人の国民年金の加

入手続をしてくれたと主張するが、オンライン記録によると、申立人の公

的年金の加入記録は厚生年金保険だけであり、申立人に対して国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人は、申立人の祖父が国民年金保険料を納付していたと主張

しているが、祖父は既に死亡しており、申立人自身は保険料の納付に関与

していないため、申立期間に係る保険料の納付状況は不明である。 

さらに、申立人の祖父が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年１月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年１月から３年３月まで 

大学生であった私が 20 歳になったころ、母親が、Ａ町役場で私の国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれたと記憶して

いる。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は、平成６年５月 18 日に払い出されており、オンライン記録及びＡ町の

国民年金被保険者名簿（電子データ）によれば、申立人の国民年金被保険

者資格取得日は同年４月１日となっていることが確認できる。このため、

申立期間は国民年金の未加入期間とされていることから、納付書は発行さ

れず、国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間当時、学生であり国民年金の加入は任意であ

ったことから、制度上、さかのぼって被保険者となることはできない上、

申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として、船員保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31 年 10 月９日から同年 11 月４日まで 

私は、船員手帳に記載されている昭和 31 年 10 月９日から同年 11 月

４日までの期間について、Ａ社（現在は、Ｂ社）所有の船舶Ｃに乗船し

た。 

保険料は給料から控除されていたのに、申立期間の加入記録が無いの

はおかしいので、申立期間を船員保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務状況等の記憶及び所持している船員手帳により、申立人が

申立期間は船舶Ｃに乗船していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、当時の資料が見当たらず、そのころのことを知

っている者もいないことから、申立人の乗船状況等については不明と回答

しているほか、申立人の船員手帳に記載されている船長は、当時のことは

覚えていないと回答している。 

また、申立人は同僚等の氏名を記憶していないことから、Ａ社の船員保

険被保険者名簿（マイクロフィルム）により、申立期間の前後に船員保険

の被保険者資格を取得している者に申立人の乗船状況等について照会した

ところ、申立期間に船舶Ｃに乗船していたと回答があった２人は申立人を

覚えていないとしている上、２人が所持する船員手帳の雇入れの記載と船

員保険の被保険者資格取得日は昭和 31 年５月となっているほか、上記被

保険者名簿上同年 10 月に被保険者資格を取得している者は見当たらない。 

さらに、Ａ社の船員保険被保険者名簿及びオンライン記録において、申

立人が船員保険の被保険者であった期間は昭和 32 年３月 20 日から 33 年

３月 16 日までであり、申立期間に船員保険の被保険者であった記録は確



認できない。 

このほか、申立期間において、船員保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月 19 日から 42 年３月３日まで 

私は、Ａ県Ｂ市にあるＣ社に昭和 40 年８月から 42 年２月まで会社に

住み込みながら勤めていた。 

この期間について、社会保険事務所（当時）に照会したところ、厚生

年金保険の記録は無いという回答を受け取ったが、当時の事業所の住所

が書かれた封筒や同僚から後日もらった名刺等を提出するので、申立期

間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管していた申立人あての封筒の消印と住所により、申立人が

昭和 40 年８月から 42 年２月までＣ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、当該事業所は、昭和 30 年９月１日に厚生年金保険の適用事業

所となり、31 年１月１日に適用事業所ではなくなっていることから、申

立期間は適用事業所ではなかったことが確認できる上、このほかにＢ市に

おいて同名称の適用事業所は見当たらない。 

また、申立人が述べた同僚も申立期間における厚生年金保険の記録を確

認することはできない上、申立人の当該事業所に係る雇用保険の加入記録

も見当たらない。 

さらに、申立期間において、Ｂ市にあり厚生年金保険の適用事業所とな

っている当該事業所と類似名称の事業所、及びＡ県内（Ｂ市を除く。）に

ある当該事業所と同名称の５事業所のうち、申立期間に適用事業所となっ

ている１事業所のオンライン記録においても申立人の氏名は見当たらず、

申立人が述べていた同僚２名の氏名も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与



から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月１日から 34 年５月１日まで 

中学を卒業して昭和 33 年４月にＡ市にあったＢ社に入社し、同社の

工場で働いていた。 

年金記録を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録

が無いとのことであったが納得がいかない。 

当時の上司が、私が昭和 33 年４月に入社したことを証明してくれて

いる文書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の複数の同僚の証言等から､申立人が申立期間において、Ｂ社に

勤務していたことは認められる。 

しかしながら、申立人が名前を挙げた工場長、先輩同僚及び厚生年金保

険の手帳記号番号の払出日が申立人と同日である被保険者等 13 人に照会

したところ 10 人から回答があり、７人（このうち６人は申立人と同じ工

場勤務）は、「入社後直ちに厚生年金保険に加入していない。」と回答し、

当該７人の入社から被保険者資格を取得するまでの期間は、最長で約６年、

最短で約６か月となっている上、うち１人は、「入社後、即、会社に厚生

年金保険の加入要請をしたが受け入れられなかった。」と証言している。 

また、申立人が提出した「年金加入記録の訂正願い」において、「申立

人が中学卒業と同時にＢ社に就職し、資格を取得したことを証明する者」

として署名押印している者は、「私自身入社２年後に厚生年金保険に加入

しているが、この経緯は不明である。」と述べている。 

さらに、昭和 34 年に更新される以前の当該事業所に係る健康保険厚生



年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は見当たらず、更新後の同名簿に申

立人の氏名が確認できるが､その資格取得日は同年５月１日である。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年６月１日から 37 年５月４日まで 

社会保険庁（当時）の記録では脱退手当金を受給したことになってい

るが、私は、厚生年金保険があれば将来の生活が確保できると考え、退

社しても脱退手当金を請求しなかった。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給さ

れたことを意味する「脱 37.６.17 受付」の印が押されており、申立期間

の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約３か月後に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはみられない。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の前後 70 人の被保

険者原票の中で、申立人以外に脱退手当金の受給要件を満たしている女性

８人について調査したところ、７人に脱退手当金の支給記録があり、この

うち６人が厚生年金保険被保険者資格喪失日から６か月以内に脱退手当金

の支給決定がなされている上、残る１人も「会社が脱退手当金の請求手続

を行ってくれて受給した。」と証言していることから、事業主による代理

請求がなされた可能性がうかがわれる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年５月から 28 年４月ごろまで 

          ② 昭和 28 年４月から 29 年５月ごろまで 

          ③ 昭和 29 年５月から 31 年７月ごろまで 

          ④ 昭和 31 年 12 月から 32 年４月ごろまで 

          ⑤ 昭和 32 年４月から 33 年１月ごろまで 

申立期間①について、私は、昭和 27 年５月から 28 年４月ごろまで、

「Ａ社」に事務員として勤務していた。 

申立期間②について、昭和 28 年４月から 29 年５月ごろまで、「Ｂ

社」に勤務していた。 

申立期間③について、昭和 29 年５月から 31 年７月ごろまで、「Ｃ

社」の工場に事務員として勤務していたが、工場閉鎖により全従業員が

解雇となり退職した。 

申立期間④について、昭和 31 年 12 月から 32 年４月ごろまで、「Ｄ

社」に事務員として勤務していた。 

申立期間⑤について、昭和 32 年４月から 33 年１月ごろまで、「Ｅ事

業所」に勤務していた。 

厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、いずれの申立期間についても厚生年金保険の加入記録は確認で

きないとの回答であった。 

申立期間①から⑤までの期間において各事業所に勤務したことは確か

なので、すべての申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所の事業所記号払出簿及びオンライ

ン記録からは、申立人が勤務したとしているＡ社が厚生年金保険の適用事

業所となっていたことは確認できない。 

また、オンライン記録によると、申立人が当該事業所の事業主と述べて

いる者は、厚生年金保険の加入記録が確認できるものの、申立期間①に係

る期間は厚生年金保険に加入していない上、既に死亡していることから申

立人の勤務状況等に関する証言は得られなかった。 

さらに、申立人が事業主と述べている者は、商業登記簿で当該事業所の

代表取締役とはなっておらず、登記簿上の代表取締役にも、申立期間①に、

厚生年金保険の被保険者となっている記録は見当たらない。 

加えて、申立人は、当該事業所において勤務していたのは、申立人が述

べている事業主と申立人の２人のみであったとしており、ほかに申立人に

ついての勤務状況等の証言を得ることができない。 

申立期間②について、オンライン記録により、申立人が述べた事業所の

所在地及び事業主が一致するＦ社が厚生年金保険の適用事業所になってい

ることが確認でき、申立人が後任者として名前を挙げた同僚の証言から、

申立人が申立期間②に当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、前述の同僚は、「昭和 29 年４月に申立人の後任として入社し

たが、申立人が厚生年金保険に加入していたかどうかは分からない。女子

事務員はアルバイト的な扱いだったと思う。」と述べており、当該同僚の

Ｆ社での厚生年金保険被保険者の資格取得日は、入社から１年以上が経過

した昭和 30 年７月 20 日となっている。 

また、申立人は、当該事業所には申立人が入社した当初から退職するま

で 10 人程度の従業員がいたと述べているところ、当該事業所で厚生年金

保険被保険者が 10 人を超えるのは昭和 29 年３月以降となっており、当該

事業所では、申立期間②において必ずしもすべての従業員を厚生年金保険

に加入させていたわけではなかったとものと考えられる。 

申立期間③について、Ｃ社の事業所別被保険者名簿において、同社の工

場の従業員は、Ｃ社で厚生年金保険の被保険者となっていることが確認で

きることから、当該被保険者名簿において申立期間③に同保険の被保険者

資格を取得し、住所が判明した 17 人に文書による照会を行ったところ、

５人が当該工場に勤務していたとしており、そのうち２人が申立人につい

て、「一緒に入社した女子事務員ではないか。」と述べていることから、

申立人が当該事業所に勤務していたことがうかがわれる。 

しかし、申立人が一緒に入社し、申立人と同じ仕事をしていたとしてい

る同僚は、申立人を覚えておらず、「一緒に入社した人はいなかった。」

と証言しており、申立人の勤務状況等について確認できる証言を得ること

はできなかった。 



また、申立人は、当該工場は閉鎖により全従業員が解雇となったとして

いるところ、前述の同僚は、「工場が途中で移転した後も勤務してい

た。」と述べており、事業所別被保険者名簿によると、当該同僚は、当該

事業所で昭和 33 年２月まで勤務していたことが確認できる。 

さらに、Ｃ社の事業所別被保険者名簿を確認したところ、申立人が解雇

になったとしている昭和 31 年７月ごろに多数の被保険者が厚生年金保険

の被保険者資格を喪失している状況は見当たらない。 

申立期間④について、Ｄ社の事業所別被保険者名簿から 10 人に文書に

よる照会を行ったところ、５人から回答があり、そのうち２人が、申立人

について、「名字までは思い出せないが、名前を覚えている。」としてい

ることから、申立人が、当該事業所に勤務していたことがうかがわれる。 

しかし、オンライン記録によると、当該事業所は、昭和 32 年 10 月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間④当時は、適用事業

所となっていない。 

また、前述の照会に回答があった５人のうち３人は、昭和 32 年 10 月以

前から当該事業所へ勤務していたとしているが、当該複数の同僚のＤ社で

の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、当該事業所が適用事業所となっ

た同年 10 月１日と一致している。 

さらに、昭和 30 年４月から勤務していたと述べている同僚は、「入社

当時社会保険は無く、数年経ってから厚生年金保険に加入した。」として

いる。 

申立期間⑤について、事業所記号払出簿及びオンライン記録からは、申

立人が勤務したとしている「Ｅ事業所」が、厚生年金保険の適用事業所と

なっていたことは確認できない。 

また、「Ｅ事業所」を所有していたとするＧ社は、「当時は、Ｈ社とい

う名称で所有していたと思う。」としているところ、オンライン記録によ

ると、Ｈ社は、昭和 41 年９月 30 日に厚生年金保険の適用事業所となって

おり、申立期間⑤当時は、適用事業所となっていない。 

さらに、Ｇ社が「Ｅ事業所」を所有していたとして名前を挙げた３事業

所いずれも申立期間⑤は、厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

加えて、申立人は当時の同僚について覚えていないことから、申立人の

勤務状況等を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①から⑤までの期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、各申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者となることがで

きない期間であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61 年３月 28 日から同年４月１日まで 

私は、Ａ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務した昭和 57 年４月から 61 年

３月までの期間の 48 か月は給与から厚生年金保険料が控除されていた。 

しかし、厚生年金保険の記録を確認したところ、当該事業所での資格

喪失日が昭和 61 年３月 28 日とあり、厚生年金保険の被保険者期間が

47 か月となっていた。 

昭和 61 年３月分の給料支払明細書で厚生年金保険料が控除されてい

ることが確認できるので、同年３月を厚生年金保険の被保険者期間とし

て記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ事業所の給料支払明細書によれば、昭和 61 年

３月分の給与から厚生年金保険料が控除されていることが認められる。 

しかし、申立人は、Ａ事業所を退職後、Ｃ市役所Ｄ支所に出向き、自分

で国民年金への切替手続を行ったとしており、申立人が所持する年金手帳

及びＣ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿でも昭和 61 年３月 29 日に

国民年金の被保険者資格を取得している上、当該被保険者名簿の備考欄に

は、申立人の厚生年金保険記号番号とともに「Ｓ61.３.28 退職」との記

載がある。 

また、雇用保険の加入記録においても、申立人のＡ事業所における離職

日が昭和 61 年３月 27 日と記録されており、厚生年金保険の記録と合致す

る。 

さらに、Ｂ社によれば、申立人の在籍期間については資料が無いため不



明であるとしている上、当該事業所で厚生年金保険の被保険者記録が確認

できる５名に照会したところ、そのうち２名から回答があったが、いずれ

も申立人の退職時期については覚えていないとしているため、昭和 61 年

３月末日までの勤務の一体性及び継続性を確認することができない。 

一方、厚生年金保険法では、第 19 条において、「被保険者期間を計算

する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその

資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、また、

同法第 14 条において、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくな

った日の翌日とされていることから、申立人の資格喪失日は、昭和 61 年

３月 28 日であり、申立人の主張する同年３月は、厚生年金保険の被保険

者期間とはならない。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が昭和 61 年３月の厚生年金保険料を事業主により同年３月分の給

与から控除されていることが確認できるが、申立期間について、申立人は

当該事業所に被保険者として使用されていた者であったと言えないことか

ら、厚生年金保険の被保険者期間であったと認めることはできない。 


